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シリーズ

〝
フ
ク
が
福
呼
ぶ
〞

南は

風え

泊ど
ま
りに
来
ん
さ
い
！

■
業
界
の
現
状
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　

昨
今
、
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
影
響

は
水
産
業
に
お
い
て
も
例
外
で
は
な
く
、

世
界
的
な
水
産
資
源
の
需
要
増
加
、
日
本

食
ブ
ー
ム
、
世
界
的
金
融
危
機
に
端
を
発

す
る
急
激
な
変
化
も
あ
り
、
日
本
の
食
卓

や
市
場
へ
の
影
響
は
昔
で
は
考
え
ら
れ
な

い
も
の
が
あ
り
ま
す
。
食
品
偽
装
問
題
や

中
国
産
の
食
品
・
加
工
品
へ
の
不
安
な
ど

も
あ
り
、
消
費
者
に
商
品
が
安
全
な
も
の

で
あ
る
こ
と
を
い
か
に
知
ら
せ
る
か
、
ま

た
、
原
材
料
の
確
保
な
ど
が
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。

■
組
合
の
沿
革（
設
立
の
経
緯
）を
教
え
て

く
だ
さ
い
。

　

昭
和
48
年
９
月
、
水
産
加
工
業
者
及
び

そ
の
関
連
業
者
は
大
部
分
が
市
街
地
に
散

在
し
て
い
ま
し
た
が
、
立
地
条
件
の
悪
化

と
公
害
問
題
へ
対
処
す
る
た
め
、
協
同
組

合
を
設
立
し
、
水
産
加
工
団
地
を
建
設
し

ま
し
た
。
翌
年
に
は
、
共
同
汚
水
処
理
場

を
運
転
開
始
、
汚
泥
の
脱
水
機
な
ど
の
設

備
を
追
加
し
、
現
在
に
至
っ
て
い
ま
す
。

■
取
り
組
ん
で
い
る
事
業
や
活
動
を
教
え

て
く
だ
さ
い
。

　

共
同
汚
水
処
理
事
業
を
中
心
に
、
組
合

員
総
出
で
の
団
地
内
清
掃
活
動
や
教
育
情

報
提
供
事
業
、
福
利
厚
生
事
業
、
産
業
祭

の
開
催
な
ど
に
取
り
組
み
、
特
に
共
同
事

業
は
事
務
局
に
よ
く
頑
張
っ
て
も
ら
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
環
境
対
応
が
求
め
ら
れ

る
今
日
、
汚
水
処
理
場
の
能
力
に
は
ま
だ

ま
だ
余
裕
が
あ
る
た
め
、
利
用
を
促
し
て

い
ま
す
。

　

先
月
の
２
月
11
日
に
は
産
業
祭
（
ふ
く

の
日
ま
つ
り
と
同
時
開
催
）
を
開
催
し
、

消
費
者
へ
の
Ｐ
Ｒ
の
場
と
し
て
、
フ
グ
鍋

や
ア
ン
コ
ウ
鍋
、
水
産
品
の
販
売
な
ど
を

行
い
ま
し
た
。

（
表
紙
写
真
）

■
組
合
の
Ｐ
Ｒ
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

下
関
南
風
泊
港
は
日
本
一
の
フ
グ
集
荷

港
で
あ
り
、下
関
の
フ
グ
は
「
福
（
ふ
く
）」

を
呼
ぶ
と
も
言
わ
れ
、
下
関
の
ブ
ラ
ン
ド

と
し
て
、
国
内
は
も
と
よ
り
海
外
に
も
輸

出
さ
れ
、世
界
の
食
に
供
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

当
組
合
に
は
、「
ふ
く
」
を
は
じ
め
「
明

太
子
」「
ク
ジ
ラ
」「
練
り
製
品
」
な
ど
の

取
扱
に
つ
い
て
、
日
本
で
も
有
数
の
水
産

事
業
者
が
所
在
し
、
水
産
物
に
関
し
て
、

い
か
な
る
要
望
に
も
お
応
え
し
、安
全
・
安

心
な
商
品
を
提
供
す
る
自
信
が
あ
り
ま
す
。

■
趣
味
や
特
技
、
最
近
、
熱
中
し
て
い
る

こ
と
は
何
で
す
か
？

　

や
は
り
運
動
不
足
を
感
じ
、
昭
和
45
年

頃
か
ら
ゴ
ル
フ
を
始
め
ま
し
た
。
そ
の
こ

ろ
は
ま
だ
珍
し
か
っ
た
よ
う
に
思
い
ま
す

が
、最
近
は
少
し
足
が
遠
退
い
て
い
ま
す
。

◇株式会社　海
かい

　代表取締役
◇山口県中小企業団体中央会　
理事
◇下関ふく連盟　副会長
　などの要職を務める
◇組合功労者など受賞

下関南風泊水産団地協同組合
理事長　末永　興一 氏

■
好
き
な
言
葉
や
モ
ッ
ト
ー
、
座
右
の
銘

を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　

と
く
に
座
右
の
銘
や
社
是
と
い
っ
た
も

の
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
モ
ノ
が
あ
ふ
れ
豊

か
だ
と
言
わ
れ
る
現
代
、「
モ
ノ
を
大
切

に
す
る
こ
と
」
と
「
互
い
に
思
い
や
る
こ

と
」、ま
た
、食
品
に
携
わ
る
者
と
し
て「
食

事
は
き
ち
ん
と
残
さ
ず
摂
る
」
と
い
っ
た

こ
と
を
心
が
け
て
い
ま
す
。

下関南風泊水産団地協同組合
下関市彦島西山町四丁目13番55号

☎ 083－267－6508

■業 　 種　水産食料品製造業
■出 資 金　3,952万円
■組合員数　39人

〈 組 合 概 要 〉

理
事
長
に
聞
く
！
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特 　 集

１
．事
業
承
継
税
制
の
全
体
像

○
非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続
税
の
軽
減

措
置
に
つ
い
て
、
現
行
の
10
％
減
額
か

ら
80
％
納
税
猶
予
に
大
幅
に
拡
充
を
図

る
と
と
も
に
、
対
象
を
中
小
企
業
全
般

に
拡
大
（
平
成
20
年
10
月
１
日
以
後
の

相
続
か
ら
遡
及
適
用
）。

○
平
成
21
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
、「
猶

予
税
額
が
免
除
さ
れ
る
一
定
の
場
合
の

具
体
化
」
や
親
族
に
対
す
る
贈
与
税
の

納
税
猶
予
制
度
（
平
成
21
年
４
月
１
日

以
後
の
贈
与
か
ら
適
用
）
の
創
設
な
ど

を
決
定
。

○
相
続
の
み
な
ら
ず
生
前
贈
与
に
よ
る
株

式
の
承
継
に
伴
う
税
負
担
を
軽
減
し
、

事
業
承
継
の
一
層
の
円
滑
化
を
図
る
。

（
下
図
参
照
）

相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
の
概
要

○
後
継
者
（
＝
相
続
人
。
先
代
経
営
者
の

親
族
。）
が
、
株
式
の
相
続
を
受
け
た

場
合
に
は
、
当
該
後
継
者
の
相
続
税
の

納
税
を
猶
予
（
相
続
前
か
ら
後
継
者
が

既
に
保
有
し
て
い
た
議
決
権
株
式
等
を

平
成
21
年
度

中
小
企
業
関
係
税
制
改
正
の
概
要

中
小
企
業
庁

後
継
者
の
死
亡
以
外
の
場
合
で
、
猶

予
さ
れ
た
相
続
税
額
が
免
除
さ
れ
る

場
合
（
平
成
21
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
具

体
化
）

○
昨
年
の
税
制
改
正
の
要
綱
の
「
相
続
税

の
猶
予
税
額
が
免
除
さ
れ
る
一
定
の
場

合
」
を
具
体
化
す
る
。

贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
の
概
要
【
平

成
21
年
度
税
制
改
正
の
要
綱
に
お
い
て
創
設
が

決
定
】

○
後
継
者
（
＝
受
贈
者
。
先
代
経
営
者
の

親
族
。）
が
、
一
括
で
自
社
株
式
の
贈
与

を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
後
継
者
の

贈
与
税
の
納
税
を
猶
予
（
贈
与
前
か
ら

後
継
者
が
既
に
保
有
し
て
い
た
議
決
権

株
式
等
を
含
め
発
行
済
完
全
議
決
権
株

式
総
数
の
⅔
に
達
す
る
ま
で
の
部
分
）。

○
な
お
、
基
本
的
に
、
適
用
要
件
は
相
続

税
の
納
税
猶
予
制
度
に
お
け
る
も
の
と

同
様
で
あ
る
。【
平
成
21
年
４
月
１
日

以
降
の
贈
与
か
ら
適
用
】

小
規
模
宅
地
特
例
と
の
併
用

○
現
在
、「
自
社
株
式
に
係
る
相
続
税
の

10
％
減
額
特
例
」
と
「
小
規
模
宅
地
特

例
（
事
業
用
宅
地
の
場
合
、
４
０
０
㎡

ま
で
に
つ
き
80
％
減
額
）」
と
の
部
分

併
用
が
可
能
で
あ
る
。

○
今
回
、
併
用
の
範
囲
を
拡
大
し
、「
自

社
株
式
に
係
る
相
続
税
の
納
税
猶
予
制

度
」
と
「
小
規
模
宅
地
特
例
」
と
の
完

全
併
用
を
認
め
る
。

そ
の
他
の
主
要
項
目

⑴　
利
子
税
の
扱
い

○
納
税
猶
予
取
消
し
の
場
合
に
猶
予
税
額

と
併
せ
て
納
付
す
べ
き
利
子
税
の
税
率

は
、
特
例
に
よ
り
２・
２
％
（
日
銀
の

基
準
割
引
率
０
・５
％
の
場
合
）と
す
る
。

（
利
子
税
の
本
則
税
率
を
６
・６
％
か
ら

３
・６
％
に
引
下
げ
）

⑵　
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
と
相
続
時

精
算
課
税
制
度
と
の
併
用

○
後
継
者
が
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度

の
適
用
を
受
け
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て

も
、
後
継
者
を
含
む
推
定
相
続
人
は
相

続
時
精
算
課
税
制
度
を
利
用
可
能
。

経
過
措
置

⑴　
現
行
の
自
社
株
式
に
係
る
相
続
税
の

10
％
減
額
特
例
の
廃
止
に
伴
う
措
置

○
現
行
の
自
社
株
式
に
係
る
相
続
税
の

10
％
減
額
特
例
は
平
成
21
年
3
月
31
日

で
廃
止
。
た
だ
し
、
既
に
、
当
該
特
例

の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
、
相
続
時
精

算
課
税
に
よ
り
贈
与
さ
れ
た
株
式
に
つ

い
て
は
次
の
経
過
措
置
を
講
じ
る
。

①　

相
続
時
に
適
用
要
件
を
満
た
し
て

い
る
場
合
に
は
、
10
％
減
額
特
例
を

適
用
。

含
め
発
行
済
完
全
議
決
権
株
式
総
数
の

⅔
に
達
す
る
ま
で
の
部
分
）。

【
平
成
20
年
10
月
１
日
以
降
の
相
続
か
ら

適
用
】
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②
贈
与
を
受
け
た
者
が
後
継
者
で
、
適

用
要
件
を
満
た
し
て
い
る
場
合
に
は
、

相
続
税
の
納
税
猶
予
を
適
用
。

（
※
）平
成
21
年
度
末
ま
で
に
届
出
が
必

要

⑵ 　
現
行
の
中
小
オ
ー
ナ
ー
経
営
者
に
対

す
る
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
特
例
の

廃
止
に
伴
う
措
置

○ 

現
行
の
中
小
オ
ー
ナ
ー
経
営
者
に
対
す

る
相
続
時
精
算
課
税
の
特
例
（
贈
与
者

の
年
齢
制
限
を
60
歳
以
上
に
緩
和
、
非

課
税
枠
を
３
０
０
０
万
円
に
拡
大
。）

を
廃
止
。
贈
与
を
受
け
た
後
継
者
が
、

適
用
要
件
を
満
た
し
て
い
る
場
合
に
は
、

相
続
税
の
納
税
猶
予
を
適
用
。

２
．中
小
企
業
対
策
税
制

【
生
活
対
策
】

① 　
中
小
企
業
に
対
す
る
軽
減
税
率
の
時

限
的
引
下
げ

　

中
小
企
業
に
対
す
る
軽
減
税
率
の
時
限

的
引
下
げ
〔
年
８
０
０
万
円
以
下
の
所
得

に
対
す
る
法
人
税
の
軽
減
税
率
を
22
％
か

ら
18
％
に
引
下
げ
（
２
年
間
）〕

○ 

中
小
法
人
軽
減
税
率
は
、
こ
れ
ま
で
基

本
税
率
の
引
下
げ
に
合
わ
せ
て
し
か
引

き
下
げ
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
。

○ 

今
回
初
め
て
軽
減
税
率
の
み
引
下
げ
。

基
本
税
率
と
の
差
が
過
去
最
大
レ
ベ
ル
。

○中小法人等の軽減税率引下げの概要
対　象 現行制度の税率 引き下げ後の税率
大企業

資本金１億円超 所得区分なし 30％ 30％

中小企業
資本金１億円以下

年所得800万円超の部分 30％ 30％
年所得800万円以下の部分 22％ 18％

商工会、商工会議所、
中小企業等協同組合、
商店街振興組合など

所得区分なし 22％

22％
（年所得800万円超の部分）

18％
（年所得800万円以下の部分）

※ 協同組合等が連結親法人である場合の税率は、単体制度と同様に、年800万円以下の金額に対
して19％（現行23％）に引き下げる。

繰戻し還付の仕組み

前年度は黒字だったが経
営が悪化して今年度に赤
字に陥った場合、前年度
に納税した法人税の還付
を受けることができる。

適用対象となる事業年度

平成21年２月１日以後に
終了する各事業年度

繰戻し還付が適用できるケース

平成20年３月期
（平成19年度）

〔平成20年度分の申告〕

黒字

赤字
還付

相殺

平成19年度分の法人税
が還付される

【前年度】 【今年度】

500万円の
黒字

前年度の黒字と今年度の赤字
を相殺し、前年度に納税した
法人税110万円が還付

110万円の
法人税を納付

（税率22％の場合）

500万円の
赤字

３月決算会社の場合

平成21年３月期
（平成20年度）

② 　中小企業の欠損金の繰戻し還付の復活
○ 中小法人は、平成21年２月１日以後に終了する事業年度において生じた欠損金額について、欠損金の繰
戻しによる法人税の還付を受けることができることとなる。

３ 

．地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
担

う
商
店
街
の
活
性
化
に
向
け

た
税
制
支
援
の
拡
充

○ 

商
店
街
は
現
在
、
空
き
店
舗
の
増
加
や

来
街
者
の
減
少
と
い
っ
た
厳
し
い
状
況

に
直
面
し
て
い
る
。

○ 

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、「
商
店
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① 　
中
小
企
業
の
事
業
再
生
を
支
援
す
る

新
た
な
認
定
ス
キ
ー
ム
の
創
設
に
基
づ

く
税
制
措
置

○ 

原
油
・
原
材
料
価
格
の
急
激
な
高
騰
等

を
背
景
と
し
て
、
中
小
企
業
の
経
営
環

境
は
悪
化
。
倒
産
件
数
も
増
加
傾
向
。

○ 

地
域
経
済
の
中
核
を
担
う
中
小
企
業
が
、

過
剰
債
務
の
圧
縮
等
を
図
り
、
事
業
の

再
生
・
継
続
を
積
極
的
に
進
め
る
こ
と

は
、
地
域
経
済
の
活
力
維
持
や
雇
用
確

保
の
観
点
か
ら
重
要
。

○ 

こ
の
た
め
、
中
小
企
業
の
事
業
再
生
を

支
援
す
る
新
た
な
制
度
を
創
設
し
、
税

制
上
の
支
援
措
置
を
講
じ
る
。

② 　
中
小
企
業
の
新
た
な
事
業
活
動
を
促

進
さ
せ
る
税
制
措
置
の
延
長

○ 

中
小
企
業
の
積
極
的
な
事
業
活
動
や
新

た
な
事
業
展
開
を
促
進
す
る
た
め
、
法

律
に
基
づ
い
た
一
定
の
計
画
に
従
っ
て

新
た
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
・
提

供
等
を
行
い
、
そ
の
経
営
の
相
当
程
度

の
向
上
を
目
指
し
た
事
業
活
動
を
行
う

中
小
企
業
者
等
に
対
し
て
、
事
業
の
立

ち
上
げ
や
拡
大
に
向
け
た
設
備
投
資
を

支
援
す
る
税
制
措
置
の
適
用
期
限
を
２

年
間
延
長
す
る
。

③ 　
中
小
企
業
に
対
す
る
人
材
投
資
促
進

税
制
の
延
長

○ 

人
口
減
少
下
に
お
い
て
も
、
わ
が
国
経

済
・
産
業
の
競
争
力
・
成
長
力
を
維
持

す
る
た
め
に
は
、
人
材
の
育
成
を
通
じ

た
生
産
性
の
向
上
を
促
進
さ
せ
る
こ
と

が
重
要
。
し
か
し
な
が
ら
、
中
小
企
業

の
教
育
訓
練
費
は
、
90
年
代
に
落
ち
込

ん
だ
ま
ま
横
ば
い
と
な
っ
て
い
る
。
こ

の
た
め
、
中
小
企
業
の
人
材
投
資
を
増

加
さ
せ
、
生
産
性
向
上
や
経
営
環
境
変

化
へ
の
対
応
力
を
強
化
さ
せ
る
べ
く
、

人
材
投
資
促
進
税
制
の
適
用
期
限
を
２

年
間
延
長
す
る
。

５ 

．エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
改

革
推
進
投
資
促
進
税
制
（
エ

ネ
革
税
制
）
の
拡
充

○ 

多
く
の
中
小
企
業
が
活
用
し
て
い
る
、

現
行
の
エ
ネ
革
税
制
の
対
象
設
備
の
す

べ
て
に
つ
い
て
、即
時
償
却
を
認
め
る
。

６ 

．地
域
や
中
小
企
業
に
配
慮
し

た
企
業
再
生
税
制
の
拡
充
等

○ 

地
方
公
共
団
体
か
ら
借
り
入
れ
を
受
け

て
い
る
企
業
や
中
小
企
業
に
と
っ
て
、

企
業
再
生
税
制
が
適
用
で
き
な
い
場
面

も
多
く
、
再
生
の
障
害
と
な
っ
て
い
る

ケ
ー
ス
が
あ
る
。
再
生
税
制
等
の
使
い

勝
手
を
向
上
し
、
景
気
下
ブ
レ
が
本
格

化
す
る
中
で
、
企
業
再
生
の
加
速
化
を

図
る
。

７
．そ
の
他
の
改
正
項
目

⑴　
中
小
企
業
等
基
盤
強
化
税
制

　

卸
売
・
小
売
及
び
サ
ー
ビ
ス
業
の
中
小

企
業
者
が
機
械
・
装
置
や
器
具
・
備
品
を

取
得
し
た
場
合
に
特
別
償
却
（
初
年
度

30
％
）
又
は
税
額
控
除
（
７
％
）
の
適
用

を
可
能
と
す
る
中
小
企
業
等
基
盤
強
化
税

制
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
を
２
年
間
延
長

す
る
。

⑵　
中
小
企
業
等
の
貸
倒
引
当
金
の
特
例

　

貸
倒
引
当
金
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
、
通

常
の
繰
入
限
度
額
の
16
％
分
の
割
増
し
に

よ
る
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
て
い
る
事
業

協
同
組
合
等
に
対
す
る
特
例
措
置
を
２
年

間
延
長
す
る
。

⑶ 　
事
業
協
同
組
合
等
の
留
保
所
得
の
特

別
控
除

　

事
業
協
同
組
合
等
の
各
事
業
年
度
に
お

け
る
留
保
所
得
の
32
％
相
当
額
の
損
金
算

入
が
認
め
ら
れ
て
い
る
特
別
控
除
制
度
に

つ
い
て
、
対
象
と
な
る
組
合
を
「
設
立
後

10
年
以
内
の
組
合
」
と
し
た
上
で
、
２
年

間
延
長
す
る
。

⑷ 　
信
用
保
証
協
会
が
受
け
る
抵
当
権
設

定
登
記
等
の
税
率
軽
減

街
の
活
性
化
の
た
め
の
地
域
住
民
の
需

要
に
応
じ
た
事
業
活
動
の
促
進
に
関
す

る
法
律
（
仮
称
）」
を
制
定
す
る
と
と

も
に
、
税
制
を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な

政
策
手
段
を
講
じ
て
商
店
街
を
支
援
す

る
こ
と
と
す
る
。

４ 

．中
小
企
業
の
地
力
の
強
化・

新
た
な
事
業
活
動
展
開
の
支

援
税
制
の
延
長
等
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１
．
経
営
に
つ
い
て

　

直
面
し
て
い
る
経
営
上
の
あ
い
路
は
、

「
原
材
料
・
仕
入
品
の
高
騰
」
が
55
・９
％

と
最
も
多
く
、
昨
年
の
33
・
３
％
か
ら
22
・

６
ポ
イ
ン
ト
と
大
幅
な
増
加
で
あ
り
、
経

営
に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
こ
と
が

う
か
が
え
る
。
次
い
で
、
昨
年
ま
で
７
年

連
続
で
１
位
で
あ
っ
た
「
販
売
不
振
・
受

注
の
減
少
」
が
55
・７
％
、「
同
業
他
社
と
の

競
争
激
化
」が
34
・６
％
と
続
い
た
。（
図
１
）

２
．
従
業
員
の
労
働
時
間
に
つ
い
て

　

週
所
定
労
働
時
間
に
つ
い
て
は
、「
40

時
間
」
が
48
・
４
％
と
最
も
多
く
、
次
に

「
38
時
間
超
40
時
間
未
満
」
が
26
・
２
％
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
商
業
関
係
の
特
例

措
置
対
象
事
業
所
も
あ
る
た
め
、「
40
時

間
超
44
時
間
以
下
」と
の
回
答
も
16
・３
％

あ
っ
た
。（
図
２
）

　
本
調
査
は
、
毎
年
、
全
国
の
都
道
府
県
中
央
会
が
従
業
員
３
０
０
人
以
下
の
事
業

所
を
対
象
に
、
全
国
統
一
の
調
査
票
で
実
施
し
て
お
り
、
今
年
度
は
経
営
、
労
働
時

間
、
退
職
金
制
度
、
従
業
員
の
募
集
・
採
用
・
定
着
、
高
齢
者
の
雇
用
、
最
低
賃
金

引
き
上
げ
の
影
響
、
新
規
学
卒
者
の
採
用
、
賃
金
改
定
等
に
つ
い
て
調
査
を
行
い
、

本
会
で
集
計
・
分
析
し
、
そ
の
概
要
を
と
り
ま
と
め
た
。

経
営
上
の
あ
い
路

　
「
原
材
料・仕
入
品
の
高
騰
」

22・６
ポ
イ
ン
ト（
前
年
比
）大
幅
増

平
成
20
年
度
中
小
企
業
労
働
事
情
実
態
調
査
の
概
要

１
．調
査
時
点　
平
成
20
年
７
月
１
日

２
．調
査
対
象
事
業
所　

８
０
０
事
業
所

３
．回
答
数
事
業
所　

４
１
６
事
業
所

４
．
回
答
率　
52
・０
％

３
．
退
職
金
制
度
に
つ
い
て

　

退
職
金
制
度
の
状
況
を
み
る
と
、「
退

職
一
時
金
制
度
の
み
が
あ
る
」が
49
・８
％
、

「
退
職
年
金
制
度
の
み
が
あ
る
」が
13
・５
％
、

「
退
職
一
時
金
制
度
と
退
職
年
金
制
度
を

併
用
し
て
い
る
」
が
16
・４
％
で
併
せ
て
79
・

７
％
の
事
業
所
で
何
ら
か
の
「
退
職
金
制

度
が
あ
る
」
と
回
答
が
あ
っ
た
。（
図
３
）

9.1

9.8

9.7

10.8

7.8

26.2

28.0

29.1

30.8

25.7

48.4

45.9

46.8

44.0

41.0

16.3

16.3

14.4

14.4

25.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

H19年度

H18年度

H17年度

H16年度

38時間以下

38時間超
40時間未満

40時間

40時間超
44時間以下

53.2

51.4

53.5

54.8

55.7

42.6

40.2

40.1

38.4

34.6

17.2

22.6

29.8

33.3

55.9

20 30 40 50 60 70

H16年度

H17年度

H18年度

H19年度

H20年度

原材料・
仕入品の高騰
同業他社との
競争激化
販売不振・
受注の減少

100

（図１）経営上のあい路

（図２）週所定労働時間

53.3

56.3

49.8

10.5

6.5

13.5

10.5

6.5

13.5

20.6

17.8

16.4

15.7

19.4

20.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H14年度

H16年度

H20年度

退職一時金制度のみがある
退職年金制度のみがある
退職一時金制度と退職年金制度を併用している
退職金制度はない

（図３）退職金制度４ 

．
従
業
員
の
募
集
・
採
用
・
定

着
に
つ
い
て

　

若
手
従
業
員
定
着
の
た
め
の
対
策
に
つ

い
て
は
、「
仕
事
の
や
り
が
い
を
教
え
て

い
る
」
が
35
・
１
％
で
、
次
に
「
休
暇
を
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取
り
や
す
く
し
て
い
る
」
33
・
６
％
で
、

こ
の
２
項
目
が
30
％
を
超
え
て
お
り
、
続

い
て
「
残
業
を
少
な
く
し
て
い
る
」、「
教

育
・
訓
練
の
充
実
」
が
そ
れ
ぞ
れ
28
・
１
％

と
な
っ
て
い
る
。
業
種
別
で
は
、
製
造
業

で
「
休
暇
を
取
り
や
す
く
し
て
い
る
」
が

39
・７
％
、「
作
業
環
境
を
改
善
し
た
」
が

23
・
１
％
を
示
し
た
の
に
対
し
て
、
非
製

造
業
で
は
、そ
れ
ぞ
れ
28
・６
％
、13
・８
％

と
低
い
割
合
を
示
し
て
い
る
。（
図
４
）

５ 

．
最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
影
響

に
つ
い
て

　

最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
影
響
は
「
ほ
と

ん
ど
な
い
」
が
48
・
８
％
、「
全
く
な
い
」

が
20
・
２
％
で
、「
影
響
が
な
い
」
と
す
る

回
答
は
全
体
の
７
割
近
く
と
な
っ
て
い
る
。

「
多
少
あ
る
」が
13
・５
％
、「
大
い
に
あ
る
」

が
３
・６
％
と
し
て
お
り
、
17
・
１
％
の
企

業
で
は
「
影
響
が
あ
る
」
と
な
っ
て
い
る
。

（
図
５
）

６
．
新
規
学
卒
者
の
採
用
に
つ
い
て

　

新
規
学
卒
者
の
採
用
計
画
が
「
あ
る
」

と
す
る
事
業
所
は
13
・
８
％
で
前
年
よ
り

５
・３
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
、「
な
い
」
と
す

る
事
業
所
は
66
・７
％
で
前
年
よ
り
０
・６

ポ
イ
ン
ト
増
加
し
、「
未
定
」
も
前
年
よ

り
４
・８
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
た
。（
図
６
）

33.6

28.1

15.7

13.3

18.0

28.1

10.1

19.7

35.1

18.0

9.3

4.9

39.7

31.4

14.7

23.1

25.0

9.0

16.7

31.4

19.9

9.0

3.8

28.6

25.4

16.4

12.2

13.8

30.7

11.1

22.2

38.1

16.4

9.5

5.8

14.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

休暇を取りや
すくしている

残業を少なく
している

福利厚生の充
実

育児等の家庭
の事情に配慮

作業環境を改
善した

教育・訓練の
充実

自己啓発に対
する支援

若手の意見・
提案の採用

仕事のやりがい
を教えている

賃金を引き上
げた

退職金制度の
導入・改善

その他

(％)

山口県

製造業

非製造業

（図４）若手従業員定着のための対策

７
．
賃
金
改
定
等
に
つ
い
て

　

平
成
20
年
１
月
１
日
か
ら
７
月
１
日（
調

査
時
点
）
ま
で
の
賃
金
の
改
定
状
況
は
、

賃
金
を
「
引
き
上
げ
た
」
が
28
・７
％
で
、

昨
年
の
32
・９
％
に
比
べ
４
・
２
ポ
イ
ン
ト

減
少
し
、「
引
き
下
げ
た
」
は
１
・７
％
で

昨
年
の
０
・
２
％
に
比
べ
１
・５
ポ
イ
ン
ト

増
加
し
た
。
ま
た
、「
未
定
」
と
回
答
し

た
事
業
所
が
昨
年
の
26
・
１
％
か
ら
34
・

２
％
に
増
加
し
て
お
り
、
賃
金
の
改
定
状

況
は
低
調
な
傾
向
と
な
っ
た
。（
図
７
）

ほとんどない 
48.8

大いにある　
 3.6

大いにある　
 3.6

多少ある 
13.5

わからない 
13.9

全くない 
20.2

（図５）最低賃金引き上げの影響
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（図６）平成21年度の採用計画
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（図７）賃金改定実施状況
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会員紹介

〈
事
務
局
よ
り
ひ
と
こ
と
〉

　

建
設
業
に
と
っ
て
は
、
今
後
と
も
厳

し
い
時
代
を
迎
え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
が
、
こ
の
よ
う
な
状
況
の
下
、
団
結

と
相
互
扶
助
の
精
神
で
、
本
来
個
々
で

は
厳
し
い
自
由
競
争
の
立
場
に
立
つ
中

小
企
業
が
、
一
つ
の
組
織
を
形
成
し
協

調
し
、
よ
り
大
き
な
目
的
と
そ
の
手
段

と
し
て
の
有
利
な
共
同
事
業
を
行
い
、

各
組
合
員
が
共
同
事
業
の
成
果
を
あ
げ
、

経
済
活
動
の
促
進
と
経
済
的
地
位
の
向

上
を
図
り
、
組
合
の
発
展
に
尽
力
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

事
務
局
も
業
界
活
性
化
の
た
め
積
極

的
に
事
業
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
の
で
、

今
後
と
も
中
央
会
を
は
じ
め
関
係
機
関

に
は
ご
支
援
ご
協
力
の
程
よ
ろ
し
く
お

願
い
い
た
し
ま
す
。

人
材
育
成
事
業
に
重
点
を
！

　

組
合
の
事
業
は
、
業
務
用
品
等
の
共

同
購
買
事
業
、
建
設
工
事
等
の
共
同
受

注
事
業
、
金
融
事
業
な
ど
を
行
っ
て
い

る
ほ
か
、
公
共
工
事
が
減
少
す
る
中
、

現
在
は
人
材
育
成
の
た
め
の
教
育
情
報

事
業
（
継
続
学
習
制
度
）
を
中
心
事
業

と
し
て
組
合
員
の
側
面
支
援
を
行
っ
て

い
る
。

地
場
建
設
業
の
活
性
化
の
た
め
に

　

昭
和
30
年
８
月
、
岩
国
市
内
の
事
業

者
が
相
寄
り
、
協
同
組
合
を
設
立
。
現

在
は
28
人
の
建
設
業
者
で
構
成
し
て
お

り
、
来
年
で
55
周
年
を
迎
え
る
。

や
ま
ぐ
ち
子
育
て
応
援
企
業
に

　

平
成
20
年
８
月
に
は
山
口
県
が
提
唱

し
て
い
る
、
男
女
が
と
も
に
働
き
な
が

ら
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
育
て
る
こ

と
が
で
き
る
雇
用
環
境
づ
く
り
に
取
り

組
む
「
や
ま
ぐ
ち
子
育
て
応
援
企
業
」

と
し
て
、
育
児
・
介
護
休
業
、
産
前
産

後
休
業
な
ど
諸
制
度
の
周
知
、
子
育
て

支
援
活
動
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い

る
。

組
合
名　
岩
国
建
設
業
協
同
組
合

理
事
長
日　

野　

雅　

巳

住　
所　
岩
国
市
麻
里
布
町
三
丁
目

８
番
17
号

　

☎　
　
０
８
２
７

－

２
１

－

６
２
１
５

出
資
金　
８
４
０
万
円

組
合
員
数

28
人

建
設
事
業
を
通
じ
て

地
域
の
振
興
と
活
性
化
づ
く
り
に
貢
献
を
！

組
合
概
要

岩国建設業協同組合

昭和30年 組合会館前にて

研修風景

組合会館
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情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
で

受
注
事
業
を
効
率
化

中部電友協同組合
http://www.chubudenyu.or.jp/

ポ
イ
ン
ト

　

メ
ー
ル
配
信
シ
ス
テ
ム
や
グ
ル
ー

プ
ウ
ェ
ア
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
情

報
受
発
信
の
迅
速
化
と
公
平
性
の
確

保
、
組
合
員
の
手
持
工
事
状
況
等
の

情
報
の
一
元
管
理
と
共
有
化
に
よ
る

受
注
事
業
の
効
率
化
を
実
現
。

背
景
と
目
的

　

情
報
化
対
策
に
取
り
組
む
必
要
性

が
生
じ
、
各
組
合
員
の
Ｉ
Ｔ
化
の
水

準
を
調
査
し
、
組
合
全
体
の
Ｉ
Ｔ
化

の
成
熟
度
に
応
じ
た「
身
の
丈
に
あ
っ

た
情
報
伝
達
シ
ス
テ
ム
」
の
構
築
を

目
指
し
た
。

事
業
・
活
動
の
内
容

　

メ
ー
ル
配
信
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、

組
合
員
が
受
注
し
た
工
事
の
交
流
工

事
依
頼
等
、
組
合
員
へ
の
各
種
情
報

の
発
信
手
段
を
組
合
員
の
パ
ソ
コ
ン

や
携
帯
電
話
へ
の
Ｅ
メ
ー
ル
配
信
に

移
行
し
た
。さ
ら
に
、グ
ル
ー
プ
ウ
ェ

ア
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
た
。

成
果

　

メ
ー
ル
配
信
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
、

迅
速
・
公
平
な
情
報
交
換
が
可
能
と

な
り
、
印
刷
・
郵
送
費
の
低
減
等
に

繋
が
っ
た
。
さ
ら
に
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ

ア
の
導
入
に
よ
り
、
情
報
の
一
元
管

理
と
共
有
が
可
能
と
な
っ
た
こ
と
で
、

工
事
施
工
の
遅
延
防
止
、
受
注
工
事

の
流
失
防
止
に
も
繋
が
っ
た
。

組
合
概
要

組
合
名　
中
部
電
友
協
同
組
合

住　
所　
岐
阜
市
下
奈
良
１
丁
目

17
番
９
号

　

☎　
　
０
５
８

－

２
７
４

－

５
２
８
１

設　
立　
平
成
10
年
10
月

出
資
金　
５
、４
０
０
千
円

組
合
員
数

32
人

ポ
イ
ン
ト

　

作
業
環
境
に
配
慮
し
、
い
き
い
き

と
働
け
る
よ
う
な
炊
飯
・
洗
浄
工
場

を
組
合
に
お
い
て
建
設
し
、
知
的
障

害
者
雇
用
の
要
望
に
応
え
る
と
と
も

に
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
と
衛
生
面
の
改

善
も
達
成
。

背
景
と
目
的

　

炊
飯
を
協
業
化
し
、
コ
ス
ト
ダ
ウ

ン
を
図
る
と
と
も
に
、
各
業
者
か
ら

洗
浄
を
切
り
離
す
こ
と
に
よ
り
、
製

造
だ
け
と
な
る
た
め
衛
生
的
に
な
り
、

「
食
品
事
故
」
を
防
ぎ
や
す
く
し
た
。

事
業
・
活
動
の
内
容

　

平
成
19
年
１
月
よ
り
炊
飯
・
洗
浄

工
場
の
操
業
を
開
始
し
た
が
、
当
初

は
野
天
に
あ
っ
た
屋
外
残
飯
廃
棄
作

業
場
に
テ
ン
ト
を
設
置
し
て
、
降
雨

や
好
天
時
の
直
射
日
光
を
遮
断
し
、

知
的
障
害
者
が
作
業
を
よ
り
し
易
く

し
た
。

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
と
衛
生
を
目
的
と
し
た

炊
飯・洗
浄
工
場
を
建
設

組
合
概
要

組
合
名　
仕
出
し
協
同
組
合

ス
プ
リ
ン
グ

住　
所　
高
松
市
香
川
町
浅
野

２
３
８
１

－

１

　

☎　
　
０
８
７

－

８
８
８

－

１
９
９
８

設　
立　
平
成
９
年
４
月

出
資
金　
３
０
、０
０
０
千
円

組
合
員
数

４
人

成
果

　

炊
飯
業
務
に
つ
い
て
、
共
同
受
注

し
た
こ
と
で
、
大
量
の
原
材
料
発
注

が
可
能
と
な
り
、
コ
ス
ト
削
減
を
達

成
で
き
た
。
そ
し
て
、
洗
浄
業
務
に

つ
い
て
も
大
量
処
理
に
よ
り
、
作
業

能
率
が
改
善
さ
れ
た
。

全国先進組合事例

仕出し協同組合スプリング
http://www.chuokai-kagawa.or.jp/~sidasi/
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TOPICS

　

全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
は
２
月
19

日
（
山
口
市
）、20
日
（
下
関
市
）
の
両
日
、

下
請
取
引
の
適
正
化
を
図
る
こ
と
を
目
的

に
下
請
代
金
法
ト
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
を
開
い

た
。

　

本
セ
ミ
ナ
ー
は
、
企
業
の
経
営
環
境
が

急
速
に
悪
化
す
る
中
、
買
い
た
た
き
な
ど

の
違
反
事
案
が
生
じ
な
い
よ
う
、
企
業
内

の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
意
識
を
徹
底
し

て
も
ら
う
た
め
、
企
業
の
経
営
者
等
を
対

象
に
開
催
し
た
も
の
。

　

山
口
会
場
は
広
島
中
央
法
律
事
務
所
の

弁
護
士
の
山
本
正
則
氏
よ
り
、
下
関
会
場

は
弁
護
士
の
松
村
和
明
氏
よ
り
、
下
請
代

金
支
払
遅
延
等
防
止
法
の
概
要
や
運
用
の

注
意
事
項
等
に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。

知
ら
な
か
っ
た
で
は
済
ま
さ
れ
な
い

下
請
代
金
法
の
概
要
や

運
用
の
注
意
事
項
等
を
周
知

　

本
会
は
１
月
28
日
、
山
口
市
小
郡
の
山

口
グ
ラ
ン
ド
ホ
テ
ル
で
、
山
口
県
商
工
労

働
部
長
佐
本
敏
朗
氏
を
は
じ
め
多
数
の

ご
来
賓
並
び
に
会
員
組
合
関
係
者
約
１

０
０
人
の
出
席
の
下
、
２
０
０
９
年
組
合

ト
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
を
開
い
た
。

　

講
演
会
で
は
、「
人
を
活
か
す
『
強
い

組
織
』
の
創
り
方
」
を
テ
ー
マ
に
、
講
師

の
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
株
式
会
社
の
吉
田
寿
氏
は
、

「
不
況
期
だ
か
ら
こ
そ
良
い
人
材
が
い
た

組
織
を
目
標
に
向
け
て

進
化
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重
要
！

ら
積
極
的
に
採
っ
て
い
く
。
人
や
教
育
に

投
資
し
、
人
を
育
成
す
る
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。
組
織
を
あ
る
べ
き
方
向
に
変
え
て

い
く
変
革
型
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
醸
成
が

重
要
で
、
今
後
、
こ
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

が
期
待
さ
れ
る
管
理
者
の
役
割
と
し
て
求

め
ら
れ
て
い
る
。
社
員
が
共
有
す
る
価
値

観
、
目
標
を
持
ち
、
社
員
が
組
織
に
対
し

て
求
め
て
い
る
も
の
は
何
か
を
き
ち
ん
と

認
識
し
、
組
織
を
目
標
に
向
け
て
進
化
さ

せ
て
い
く
こ
と
が
、
人
を
活
か
す
『
強
い

組
織
』
で
あ
る
。
強
い
組
織
は
継
続
的
な

日
々
の
努
力
の
結
果
と
し
て
存
在
す
る
も

の
で
あ
る
。」
と
力
強
く
話
さ
れ
た
。

　

講
演
終
了
後
の
交
流
会
で
は
、
参
加
者

が
懇
談
し
、
情
報
交
換
な
ど
を
行
い
、
盛

会
裡
に
終
了
し
た
。

吉田講師

　

山
口
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
青
年
部

（
白
木
青
年
部
長
）
は
２
月
２
日
、
下
関

市
の
海
峡
ビ
ュ
ー
し
も
の
せ
き
で
Ｗ
Ｅ
Ｂ

活
用
経
営
革
新
講
座
を
開
い
た
。

　

講
座
で
は
、
株
式
会
社
テ
レ
ト
ピ
ア
の

秋
枝
講
師
よ
り
「
モ
バ
イ
ル
Ｆ
Ａ
Ｘ
の
ビ

ジ
ネ
ス
活
用
」
に
つ
い
て
説
明
並
び
に
実

演
が
あ
っ
た
。

　

続
い
て
、
株
式
会
社
ジ
ェ
イ
グ
ル
ー
ブ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
の
松
本
講
師
よ
り
「
一

瞬
で
買
う
気
に
さ
せ
る
繁
盛
ネ
ッ
ト

シ
ョ
ッ
プ
の
作
り
方
」
に
つ
い
て
説
明
が

あ
り
、
お
客
が
潜
在
的
に
欲
し
て
い
る

メ
ッ
セ
ー
ジ
の
販
促
ツ
ー
ル
へ
の
落
と
し

込
み
方
と
い
っ
た
テ
ク
ニ
ッ
ク
に
つ
い
て

学
ん
だ
。

コ
ン
セ
プ
ト
メ
イ
キ
ン
グ

を
学
ぶ
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お知らせ

資
金
繰
り
で
お
困
り
の
中
小
企
業
の
み
な
さ
ま
を
積
極
的
に
応
援

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付
の
ご
案
内

　

日
本
政
策
金
融
公
庫
は
、
資
金
繰
り
で

お
困
り
の
中
小
企
業
の
み
な
さ
ま
を
積
極

的
に
応
援
し
ま
す
。

〈
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付
の
特
徴
〉

　

・
長
期
・
固
定
の
安
定
資
金

　

・
担
保
や
保
証
人
に
つ
い
て
は
、
お
客

様
の
ご
要
望
に
も
弾
力
的
に
対
応

〈
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付
の
拡
充
〉

　

政
府
の
２
次
補
正
予
算
に
お
い
て
は
、

よ
り
多
様
な
お
客
様
の
資
金
ニ
ー
ズ
に
お

応
え
し
、
資
金
繰
り
の
円
滑
化
に
資
す
る

た
め
、
左
記
の
よ
う
な
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ

ト
貸
付
の
拡
充
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

平成20年度　税制改正⑤

人材投資促進税制の拡充
○中小企業の生産性向上・成長・底上げのためには、人材投資の加速が不可欠。
○ 厳しい経営状況のため、人材投資を継続的に増加させることが困難な中小企業について、教
育訓練費の増減に関わらず、適用事業年度の教育訓練費の総額から税額控除する簡素な制度
（「総額型」）に拡充する。

ポイ
ント

■
お
問
い
合
わ
せ

　

日
本
政
策
金
融
公
庫

　
〈
国
民
生
活
事
業
〉

　
　

岩
国
支
店

　
　
　

☎
０
８
２
７

－

２
２

－
６
２
６
５

　
　

徳
山
支
店

　
　
　

☎
０
８
３
４

－
２
１

－
３
４
５
５

　
　

山
口
支
店

　
　
　

☎
０
８
３

－
９
２
２

－

３
６
６
０

　
　

下
関
支
店

　
　
　

☎
０
８
３

－

２
２
２

－

６
２
２
５

　
〈
中
小
企
業
事
業
〉

　
　

下
関
支
店

　
　
　

☎
０
８
３

－

２
２
３

－

２
２
５
１

改正の概要
中小企業については、適用事業年度（単年度）の労働費用に占める教育訓練費の割合が一定水準
（0.15％）以上の場合、当該教育訓練費の総額の８～12％に相当する額を税額控除する。

■貸付限度額の拡充
　中小企業事業において、経営環
境変化対応資金の貸付限度額を４
億８千万円から７億２千万円に拡
充　※個別の貸付額は、金融審査
により決定されます。

■金利の引き下げ
　最近の売上、利益率等が減少す
るなど業績が特に悪化している方
に対しては、金利を0.3％引き下げ

■借換需要への対応
　資金繰りの円滑化のため、新規
融資に際し、既存公庫融資分と合
わせて一本化する借換需要へ対応

■ 相談受付時間の拡充（平成21年
３月31日まで）
　・ 相 談センター等の電話相談時間
を延長（通常17時→19時まで延長）

　・ 土日・祝日に相談センター等
において電話相談を実施（９
時から17時まで）
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岩国・柳井
地域

周南地域
防府・山口地域下関地域

宇部・山陽小野田
地域

萩・長門地域

景況動向

月次景況調査結果
平成21年１月期

全国
山口

－80

－90

－70

－60

－50

－40

－30

－20

－10

㈪

（DI） 

H20.2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H21.1

－88.8

－79.0

業種別の景況 　業界の景況の推移－全国平均との比較－
業　　　種 景況（DI値）

製

造

業

食 料 品 2

繊 維 ･ 同 製 品 2

木 材 ･ 木 製 品 2

印 　 刷 2

窯 業 ･ 土 石 製 品 2

鉄 鋼 ･ 金 属 2

一 般 機 器 2

輸 送 機 器 2

そ の 他 の 製 造 業 2

非
製
造
業

卸 売 業 2

小 売 業 2

商 店 街 2

サ ー ビ ス 業 2

建 設 業 2

運 輸 業 2

※DI値（前年同月比）＝増加・好転組合割合－減少・悪化組合割合
（表、グラフについては、情報連絡員60名の他に、中央会が聞き取り等で集めた20組合のデータが加算されています。）

30以上5　　10以上30未満4　－10以上10未満3
－30以上－10未満1　　－30未満2

地 域 別 の 景 況

30以上5　　10以上30未満4　－10以上10未満3
－30以上－10未満1　　－30未満2

製 造 業　2
非製造業　2

製 造 業　2
非製造業　2

製 造 業　2
非製造業　2

製 造 業　2
非製造業　2 製 造 業　2

非製造業　2

製 造 業　2
非製造業　2
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店
の
状
況
が
極
端
に
悪
化
し
て
い
る
。

 

（
製
材
業
・
木
製
品
製
造
業
）

一
般
機
器

○
各
社
工
場
の
稼
働
率
に
格
差
が
出
て
き

て
い
る
。
11
〜
12
月
の
受
注
量
は
、
例

年
比
30
％
以
下
の
状
況
だ
っ
た
が
、
12

月
末
〜
１
月
上
旬
は
激
減
。
今
ま
で
経

験
し
た
こ
と
の
な
い
落
ち
込
み
で
最
悪

の
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
２
月
以
降
も

先
の
見
通
し
が
た
た
な
い
。

 

（
一
般
産
業
用
機
械
・
装
置
製
造
業
）

鉄
鋼
・
金
属

○
自
動
車
、
家
電
、
半
導
体
関
係
は
、
昨

年
秋
口
よ
り
日
を
追
う
ご
と
に
悪
化
が

進
み
、
前
年
対
比
で
60
〜
70
％
ダ
ウ
ン

と
な
り
、
か
つ
て
経
験
し
た
こ
と
が
な

い
状
況
。
特
に
設
備
関
係
の
落
ち
込
み

が
大
き
い
。
下
請
も
人
員
リ
ス
ト
ラ
が

多
発
し
、
そ
の
中
で
比
較
的
に
安
定
し

て
い
る
の
は
造
船
関
係
だ
が
、
受
注
各

社
が
最
も
心
配
し
て
い
る
の
は
、
受
注

キ
ャ
ン
セ
ル
。
研
修
生
も
大
き
な
影
響

が
あ
り
、
現
地
の
面
接
済
み
の
キ
ャ
ン

セ
ル
。
実
習
生
資
格
が
残
っ
て
い
る
者

の
途
中
帰
国
依
頼
等
多
く
の
問
題
あ
り
。

 

（
そ
の
他
製
造
業
）

輸
送
機
器

○
経
済
情
況
の
悪
化
の
中
、
落
込
み
は
少

食
料
品

○
年
末
年
始
は
帰
省
客
の
土
産
等
で
動
い

た
も
の
の
、
長
く
は
続
か
な
か
っ
た
。 

 

（
菓
子
製
造
業
）

繊
維
・
同
製
品

○
取
扱
商
品
に
よ
り
違
う
が
、
学
生
服
関

係
は
忙
し
い
。
他
は
消
費
の
落
ち
込
み

に
よ
り
受
注
は
厳
し
い
。

 

（
繊
維
・
同
製
品
製
造
業
）

木
材
・
木
製
品

○
景
況
は
冷
え
込
ん
で
お
り
、
厳
し
い
状

況
と
な
っ
て
い
る
。
廃
業
、
倒
産
も
出

て
く
る
可
能
性
が
あ
る
。
地
域
の
工
務

　

情
報
連
絡
員
と
は
、
山
口
県
内

の
組
合
の
中
か
ら
地
区
、
業
種
を

代
表
す
る
組
合
の
役
職
員
60
名
を

情
報
連
絡
員
に
委
嘱
す
る
制
度
で
す
。

情
報
連
絡
員
か
ら
毎
月
、
業
界
の

景
気
動
向
に
関
す
る
情
報
を
収
集
、

分
析
し
て
、
行
政
面
に
反
映
さ
せ

る
と
と
も
に
、
各
関
係
機
関
に
情

報
提
供
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
中
央
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（http://w
w
w.axis.or.jp/

）
に
掲

載
し
て
い
ま
す
の
で
ご
活
用
く
だ

さ
い
。

【
情
報
連
絡
員
報
告
】

な
い
が
、春
先
か
ら
の
見
通
し
は
暗
い
。

特
に
精
密
加
工
部
門
の
落
込
み
が
大
き

く
な
る
と
予
想
さ
れ
て
い
る
。

 

（
鉄
道
車
輌
・
同
部
品
製
造
業
）

そ
の
他
の
製
造
業

○
一
般
の
消
費
者
も
先
行
き
の
見
通
し
が

立
た
ず
、
買
い
控
え
の
感
が
あ
る
。
収

益
は
昨
年
よ
り
仕
入
の
畳
材
料
価
格
が

上
が
っ
て
お
り
、
悪
化
し
て
い
る
。

 

（
畳
製
造
業
）

卸
売
業

○
回
復
の
兆
し
が
見
え
な
い
不
況
の
中
、

消
費
マ
イ
ン
ド
の
冷
え
込
み
に
よ
る
年

末
商
戦
の
売
上
が
低
迷
し
、
収
益
が
減

少
。
今
ま
で
に
な
い
状
況
に
不
安
が
募

る
一
方
と
い
っ
た
感
じ
で
あ
る
。

 

（
柳
井
市
）

○
マ
ツ
ダ
㈱
の
残
業
カ
ッ
ト
や
人
員
削
減

の
影
響
が
団
地
内
の
事
業
所
に
も
少
な

か
ら
ず
出
て
い
る
。
年
度
末
も
近
く
な

り
、
次
年
度
以
降
の
事
業
計
画
、
事
業

運
営
に
も
各
企
業
と
も
影
響
が
出
そ
う

な
勢
い
で
あ
る
。 

（
防
府
市
）

小
売
業

○
年
末
、年
始
時
期
の
来
街
者
の
減
少
は
、

そ
の
後
も
回
復
傾
向
に
は
な
い
。
商
品

に
よ
り
バ
ラ
つ
き
が
あ
る
よ
う
に
感
じ

ら
れ
る
。 
（
周
南
市
）

○
昨
年
末
よ
り
客
数
に
比
べ
売
上
が
衣
料
、

身
の
回
り
品
を
中
心
と
し
て
落
ち
て
お

り
、
消
費
者
が
不
要
不
急
な
商
品
を
買

わ
な
い
傾
向
と
思
わ
れ
る
。 （
長
門
市
）

商
店
街

○
１
月
に
入
り
、
景
気
が
特
に
悪
く
な
っ

た
。 

（
萩
市
）

サ
ー
ビ
ス
業

○
車
輌
販
売
の
不
振
が
続
い
て
お
り
、
業

界
全
体
が
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

 

（
自
動
車
整
備
業
）

建
設
業

○
年
末
に
緊
急
雇
用
対
策
と
し
て
草
刈
工

事
の
発
注
は
あ
っ
た
も
の
の
、
依
然
と

し
て
公
共
工
事
は
低
調
。
最
近
の
景
気

悪
化
を
受
け
、
民
間
工
事
の
新
規
発
注

が
ほ
と
ん
ど
な
く
な
っ
た
。 （
柳
井
市
）

運
輸
業

○
マ
ツ
ダ
に
お
け
る
自
動
車
生
産
量
の
半

減
に
伴
い
、
輸
送
業
界
は
人
員
・
稼
働

車
輌
が
余
剰
状
態
に
あ
り
、
生
き
残
る

筋
道
を
立
て
か
ね
る
状
況
に
陥
っ
て
い

る
。
マ
ツ
ダ
生
産
の
４
月
以
降
の
計
画
、

見
通
し
が
立
て
ら
れ
て
い
な
い
現
状
で

は
、
今
後
の
方
針
、
舵
取
り
が
出
来
な

い
現
状
を
生
み
出
し
て
い
る
。

 

（
防
府
市
）
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■「中小ものづくり高度化法」に基づく支援
　この法律では、製造業の国際競争力強化や新たな事業の創出を促進するために、燃料電池や情報家電、自
動車等の川下製品を製造するうえで、基盤となる技術（特定ものづくり基盤技術）の研究開発等を支援します。
　なお、この法律の正式名称は「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」といいます。
特定ものづくり基盤技術とは：
　鋳造、鍛造、めっき、プレス加工、金型等、経済産業大臣が指定する技術

対象となる方
　特定ものづくり基盤技術に関する研究開発等に取り組む中小企業者

支 援 内 容
　特定ものづくり基盤技術高度化指針に基づいて、中小企業者が（他の事業者と協力して）自ら行う特定
研究開発等計画を作成し、認定を受けると、助成金、低利融資、特許料の軽減等、各種の支援策をご利用
になれます。
　なお、個別の支援策ごとに支援機関の審査や確認も受ける必要があります。
特定ものづくり基盤技術高度化指針とは：
　特定の基盤技術（鋳造、鍛造、めっき、プレス加工、金型等）を指定。各技術につき、当該技術を活用
して最終製品を製造する大企業・発注企業のニーズを十分に整理し、中小企業が目指すべき技術開発の方
向性を取りまとめた将来ビジョン。

産 業
賃　　　金 労 働 時 間 数 及 び 雇 用 労 働 異 動

現金給与
総　　額

所 定 内
給　　与 出勤日数 総実労働

時　　間
所 定 内
労働時間

所 定 外
労働時間

月末常用
労働者数

パートタイム
労働者比率 入職率 離職率

円 円 日 時間 時間 時間 人 ％ ％ ％

調 査 産 業 計 581,466 228,620 19.5 148.9 139.0 9.9 453,301 25.8 1.64 1.13

建 設 業 571,204 257,359 21.3 179.0 159.7 19.3 36,124 5.7 1.00 0.53

製 造 業 706,923 248,609 19.6 157.8 146.4 11.4 105,303 17.0 2.03 1.39

電気・ガス・熱供給・水道業 1,099,296 345,335 17.7 141.7 136.1 5.6 2,445 3.6 0.00 0.00

情 報 通 信 業 794,668 297,588 20.1 158.3 144.7 13.6 4,058 14.9 2.15 1.85

運 輸 業 452,500 198,635 21.0 175.9 150.1 25.8 31,619 14.2 1.63 2.32

卸 売 ・ 小 売 業 401,805 189,593 20.4 138.1 134.2 3.9 87,109 40.1 1.85 1.31

金 融 ・ 保 険 業 908,001 330,711 19.4 154.2 149.1 5.1 10,169 8.5 0.19 0.52

事業所規模５人以上

 毎月勤労統計地方調査結果   平成20年12月－山口県統計分析課

〔モノ作りを支援してほしい〕

施策シリーズ⑪

モノ作りに取り組む中小企業への支援

　モノ作りに取り組む優れた中小企業者に対して、法的措置や予算措置、金融措置などにより総合的な支
援を展開します。
　「中小ものづくり高度化法」に基づき、中小企業者が（他の事業者と協力して）、経済産業大臣の策定し
た特定ものづくり基盤技術高度化指針に基づいて研究開発を行う際、様々な支援を受けることができます。

■お問い合わせ　中小企業庁経営支援部技術課　☎ 03-3501-1816
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　若者の地元定着を促進し、優秀な人材を確
保するため、県内に就職を希望する多くの学
生等と面談できる絶好の機会です。多数の企
業がご参加くださいますようご案内します。

地区 期　日 時間 会 場 名

山口 ５月29日㈮

10：00～
16：00

ホテルかめ福

下関 ６月２日㈫ シーモールパレス

周南 ６月５日㈮ ピピ510

宇部 ６月11日㈭ 宇部全日空ホテル

岩国 ６月12日㈮ 13：00～16：00 リビエールへいあん

お問い合わせ
　山口県経営者協会　☎083‒922‒0888
　下関商工会議所　☎083‒222‒3333
　徳山商工会議所　☎0834‒31‒3000
　宇部商工会議所　☎0836‒31‒0251
　岩国商工会議所　☎0827‒21‒4201

2009年ふるさと山口企業合同就職フェア
参加企業募集！
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2009年版中小企業のための
賃金・労務ガイドブックのご案内

◆中小企業の人事・労務担当者必携の一冊◆
Ａ４判 3,675円（3,500円＋税）（送料別）

申込み・お問い合わせ
　山口県中央会 総務課（担当：山本）
　　☎083‒922‒2606

採
用
か
ら
退
職
ま
で
の
賃
金
・
労
務
・
人
事

必
須
50
項
目
の
解
説
と
賃
金
改
定
デ
ー
タ
を
網
羅

http://www.axis.or.jp/kyoten/
■ご相談・お問い合わせ
　地域力連携拠点山口県中央会　☎ 083－922－2606
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山口県中小企業団体中央会

〒753-0074　山口市中央４丁目５番16号　山口県商工会館６階
☎ 083-922-2606　　Fax 083-925-1860

http://www.axis.or.jp/

 
印刷製本　株式会社 桜プリント社

　車の関連商品、

つなぎ服、書籍等

の仕入れ、管理を

担当している守山

さんは、「毎夕、

犬の散歩で心身と

もにリフレッシュ

し、犬と飼い主と

の交流も広がって

います」とのこと。

　組合のＰＲをお

願いしたところ、

「自動車整備業を

営む組合員の皆様一人一人のご要望をお聞きし、品質の良い

商品をより安く提供できるよう日々努力と研究を進めてまい

りますので、お気軽にお立ち寄り下さい」とにっこりと応え

てくれました。

2009
3. 1

山口県自動車整備商工組合
守山千恵子さん

http://www.oasis-yamaguchi.or.jp/


